
インボイス制度で変わる仕入税額控除

202１年9月時点 ｜ BD-D-010

2023.10～ 2026.10～ 2029.10～

50％控除 控除不可80％控除

例外として適格請求書でなくても控除可能なもの
・3万円未満の公共交通機関の乗車券
・自動販売機でのジュースの購入

・ポスト投函の郵便サービス
・出入り口で回収される入場券

・従業員に支給する日当や宿泊費
・対象事業者でない者からの再生資源等の購入※条件あり
・古物商等が対象事業者でない者から購入した棚卸資産

勘定科目

預金

費用科目 ※仮に合算

金額

110,000

66,000

損益計算書

売上

税前利益

法人税等

100,000

費用 66,000

34,000

税後利益 23,800

10,200

消費税納税額

仮受消費税等 10,000

仮払消費税等 0

納付税額 10,000

勘定科目

売上

預金

金額

100,000

仮受消費税等 10,000

66,000

飲食店利用
6,600円

飲食店利用
6,600円

修理費用
8,800円

修理費用
8,800円

タクシー利用
2,200円

タクシー利用
2,200円

業務委託
48,400円

業務委託
48,400円

適格
事業者

適格
事業者

適格
事業者

適格
事業者

で同様に経費精算した場合…

適格事業者ではない
事業者への費用支払いの場合

適格事業者への
費用支払いの場合

納税額合計 10,200円 ＋ 10,000円 ＝ 20,200円 納税額合計 12,000円 ＋ 4,000円 ＝ 16,000円

売上高 110,000円

※税率30％と仮定

勘定科目

預金

費用科目 ※仮に合算

仮払消費税等

金額

110,000

60,000

6,000仮払消費税等 0

損益計算書

売上

税前利益

法人税等

100,000

費用 60,000

40,000

税後利益 28,000

12,000

消費税納税額

仮受消費税等 10,000

仮払消費税等 6,000

納付税額 4,000

勘定科目

売上

預金

金額

100,000

仮受消費税等 10,000

66,000

※税率30％と仮定

急に控除が出来なくなるわけではなく、
段階的に仕入税額控除が認められなくなって
いくような設計がされています。
80％控除・50％控除の期間を経て、最終的
には、「2029年9月をもって仕入税額控除が
ゼロになる」とされています。

2023年10月以降
適格請求書発行事業者かの有無で

取扱いが変わります

×

納税額に差が生じる

法人税等 消費税 法人税等 消費税

※ 上記、各試算は、仕入税額控除が全額控除出来ない場合を前提とした
　 計算になっています。
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